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 調達案件の仕様等 仕様書及び入札説明書
による。
 納入期限、履行期間 契約締結日～令和３
年３月31日（詳細は仕様書及び入札説明書に
よる。なお契約担当職は法令及び予算の範囲
内で当該履行期間を変更することが有り得
る。）
 納入及び履行場所 仕様書及び入札説明書
による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価落札
方式をもって行う。なお、落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
８パーセントに相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の108分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 独立行政法人国際交流基金会計細則第16条
及び第18条の規定に該当しない者であるこ
と。
 令和１・２・３年度競争参加資格（全省庁
統一資格）の「役務の提供等」においてＡ、
Ｂ又はＣ等級の資格を有する者であること。
入札参加希望届出書及び業務提案書提出時
（同書類一式提出時に間に合わない場合は入
札日当日）に全省庁統一資格審査結果通知書
の写しを提出すること。
 独立行政法人国際交流基金から指名停止を
受けている期間中の者でないこと。
 独立行政法人国際交流基金との契約に関し
て債務不履行、納期遅延等を起こしたことが
なく、適正な契約の履行が確保される者であ
ること。
 本件入札参加を通じて得た機密情報の守秘
を誓約すること。
 その他、仕様書及び入札説明書に掲げる要
件を全て満たせると認められる者であるこ
と。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒1600004 東京都新宿区四谷４４１
独立行政法人国際交流基金 総務部システ
ム管理課（担当：田村 彩）
e‑mail chotatsu̲GI@jpf.go.jp

 入札説明書等の交付方法 令和元年９月20
日（金）までの平日10時から12時及び14時か
ら17時の間（最終日は12時まで）、上記３
の場所にて交付する。
 入札説明会 開催しないので、入札説明書
等の交付資料を熟読すること。
 仕様書にかかる質疑応答 仕様書にかかる
質問がある場合、令和元年８月23日（金）12
時までの間、質問を受け付ける。なお、質問
への最終回答は令和元年８月30日（金）17時
までに行う。
 参考資料閲覧 令和元年９月20日（金）12
時までの間、上記３の場所にて参考資料を
提示する。なお、参考資料閲覧は入札参加の
必須要件とする。
 業務提案書 入札参加を希望する者は、令
和元年９月20日（金）17時（必着）までに、
業務提案書を提出すること。
 提案内容に関するプレゼンテーション 令
和元年10月２日（水）又は４日（金）10：00～
15：00の間で所要20～30分程度（質疑応答を
含む）とする。具体的な時間は、提案書提出
後に基金側担当者と調整すること。
 入札の日時及び場所 令和元年10月18日
（金）11時 独立行政法人国際交流基金 本
部９階第３セミナー室

４ その他
 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。
 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札説明書に定
める要件を満たしていない入札書は無効とす
る。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 基金が設定する予定価
格の制限の範囲内で、有効な入札を行った者
のうち、入札説明書で定める総合評価落札方
式（加算）をもって落札者を決定する。
 手続における交渉の有無 無。
 独立行政法人国際交流基金の主要な業務及
び事業の改廃などやむを得ない事情による契
約変更があり得る。
 その他 詳細は入札説明書による。

５ Summary

 Official in charge of contracts : To‑

moyuki Sakurai, Executive Vice President,

The Japan Foundation

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71 and 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Executive Advisor for Chief In‑

formation Officer, Advisor for Chief Infor‑

mation Security Officer and IT governance

improvement support

 Fulfillment period : From the date of con‑

clusion of contract through 31st of March,

2021

 Delivery and Fulfillment place : As

shown in the tender documentation

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall not come under Articles
16 and 18 of the Japan Foundations Rules

for the operation of Accounting, have
Grade A, B or C classification in offer of

services, etc in terms of the qualification

for participating in tenders (single qualifi‑

cation for every ministry and agency) for

fiscal years 2019, 2020, and 2021, not be
currently under suspension of nomination

by the Japan Foundation, be able to re‑
liably fulfill the terms of the contract with

the Japan Foundation and who have no rec‑

ord of default, delay or other breach of pro‑

mise, and meet the qualification require‑
ments which may be specified in the tender

documentation

 Time‑limit of tender : 11 : 00 A.M. 18th of

October, 2019

 For details, please contact : Aya

Tamura, Information Systems Division, Ge‑

neral Affairs Department, The Japan Foun‑

dation, 441 Yotsuya, Shinjuku‑ku,

Tokyo 1600004 Japan.
e‑mail : chotatsu̲GI@jpf.go.jp

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
令和元年７月 31 日
契約担当役
国立研究開発法人物質・材料研究機構

総務部門長 塩原 誠志
◎調達機関番号 802 ◎所在地番号 08
〇第 39 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入等件名及び数量 ＡＰＩフレームワー
クの通信機能の実装 １式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 履行期限 令和２年３月27日
 履行場所 国立研究開発法人物質・材料研
究機構
 入札方法 上記１の件名について入札に
付する。落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の８％に相当する額
を加算した金額（当該金額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額を切り捨てるも
のとする。）をもって落札価格とするので、入
札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の108分の100に相当する
金額を入札金額とすること。
 電子入札システムの利用 本件は、書類提
出及び入札を電子入札システムで行う対象案
件である。ただし、紙による入札書等の提出
も可とする。
ＮＩＭＳ電子入札システム
http://www.nims.go.jp/nims/

procurance/bid-info.html
２ 競争参加資格
 国立研究開発法人物質・材料研究機構契約
事務細則第４条第１項の規定に該当しない者
であること。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別な理由がある場合に
該当する。
 国立研究開発法人物質・材料研究機構契約
事務細則第４条第２項の規定に該当しない者
であること。
 令和１・２・３年度全省庁統一資格「役務
の提供」のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付け
されている者であること。
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